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「第４期岐阜県障がい者総合支援プラン」の取組状況 

（令和７年度実績／令和８年度事業） 

１ 背景 

○県では、「岐阜県障害者基本計画」（平成７年度～16年度）、「岐阜県障害者支援プラン」

（平成 17年度～21年度）、「第２期岐阜県障がい者支援プラン」（平成 22年度～26年

度）、「岐阜県障がい者総合支援プラン」（平成 27年度～29年度）、「第２期岐阜県障が

い者総合支援プラン」（平成３０年度～令和２年度）、「第３期岐阜県障がい者総合支援プ

ラン」（令和３年度～５年度）を策定し、障がい者施策の一層の推進と、障害福祉サービ

ス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保と円滑な事業実施を図ってきた。 

○令和４年６月に「児童福祉法」が改正され、子育て世代に対する包括的な支援のための

体制強化等の見直しが行われたほか、同年 12月には「障害者総合支援法」が改正され、

障がい者等の地域生活や就労支援の強化等により、障がい者等の希望する生活を実現す

るための見直し等が行われた。 

○令和６年３月、県内の障がい者への福祉サービスの更なる向上を図り、障がいのある人

もない人も共に生きる清流の国づくりの着実な進展を目指して、「第４期岐阜県障がい者

総合支援プラン」を策定した。 

 

２ 「第４期岐阜県障がい者総合支援プラン」の概要 

（１）性格及び位置付け 

○障害者基本法第 11条第 2項の規定に基づく、「都道府県における障害者のための施策に

関する基本的な計画」、障害者総合支援法第 89条の規定に基づく「都道府県障害福祉計

画」、児童福祉法第 33条の 22の規定に基づく「都道府県障害児福祉計画」、及び障害

者文化芸術推進法第８条の規定に基づく「地方公共団体における障害者による文化芸術

活動の推進に関する計画」のほか、読書バリアフリー法第８条に基づく「地方公共団体

における視覚障害者等の読書環境の推進に関する計画」及び難聴児の早期発見・早期療

育推進のための基本方針に基づく「難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するた

めの計画」としても位置付けている。 

○県全体の障がい者施策の基本的方向性を示すものであり、障害者基本法第 11条第 3項

の規定に基づく市町村障害者計画策定に当たっての基本となるもの。また、市町村障害

福祉計画及び市町村障害児福祉計画の達成に資するため、広域的な見地から障害福祉サ

ービス、相談支援、地域生活支援事業及び障害児通所支援等の提供体制の確保等に関す

る計画として定めるもの。 

【各計画の関係】 
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（２）計画期間 

令和６年度～令和８年度（３年間） 

（３）基本目標 

障がいのある人もない人も共に活躍し、安心して暮らせる「人にやさしい岐阜県づくり」を進め      

ます。 

（４）施策体系 

 

Ⅰ 安心して暮らせる社会環境づくり 

１ 障がい者の人権尊重と心のバリアフリーの推進 

  （１）改正障害者差別解消法の推進 

（２）岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり条例の推進 

（３）障がい者の虐待防止、権利・利益の保護 

（４）包括的支援体制の整備 

２ 福祉を支える地域社会づくり 

  （１）地域での支え合い活動の推進 

  （２）県ボランティア・市民活動支援センターにおけるボランティア活動の促進 

３ 福祉のまちづくりの推進 

  （１）ひとにやさしいまちづくりの推進 

  （２）移動等の円滑化の推進 

４ 情報環境の整備 

  （１）岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた意思疎通手段の利用の促進に 

関する条例の推進 

（２）障がい者による情報の取得利用・意思疎通に係る支援の充実 

（３）視覚障がい者等の読書環境の整備の推進 

５ ぎふ清流福祉エリアの活用促進 

    ぎふ清流福祉エリア内施設の活用と連携の推進 

６ 安全な暮らしの確保（防災・防犯・感染症対策） 

  （１）防災対策の充実 

  （２）防犯対策の充実 

  （３）感染症対策の充実 

 

Ⅱ 社会参加と自立を進める支援の充実 

１ インクルーシブ教育システムの構築 

  （１）特別支援教育を支える体制の整備 

  （２）障がいのある児童生徒のニーズへの対応 

  （３）教員の専門性の向上 

２ 雇用・就労の促進 

  （１）障がい者の一般就労拡大の推進 

  （２）福祉的就労の充実 

  （３）農福連携の推進 

３ 外出や移動の支援 

    様々な障がいに合わせた移動支援の充実 
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４ パラスポーツの充実 

    誰もが楽しめるパラスポーツの推進と環境の整備 

５ 障がい者の芸術文化活動の充実 

    障がい者の芸術文化活動の取組み推進と環境の整備 

 

Ⅲ 日常生活を支える福祉の充実 

１ 障がい者の地域生活支援 

  （１）地域生活支援拠点等の機能の充実 

  （２）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

  （３）障害福祉サービスの充実、質の向上 

  （４）「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の推進 

  （５）発達障がい児者支援の充実 

  （６）高齢障がい者への支援の充実 

２ 身近な相談支援体制の確立 

  （１）相談支援従事者の養成、確保及び質の向上 

  （２）専門性の高い相談支援事業の実施 

  （３）地域における相談支援体制の強化    

３ 福祉人材の確保支援と育成 

  （１）福祉人材確保対策の総合的な推進 

  （２）障害福祉サービス等を担う専門的人材の育成と資質の向上 

４ 生活支援に係る各種制度等の活用促進 

    各種手当制度や割引・減免制度の周知徹底 

 

Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備 

１ 障がいの原因となる疾病等の予防・早期発見・治療体制の充実 

    各種健診の受診勧奨や保健指導、心の健康づくりの推進 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

  （１）保健・医療体制の充実 

  （２）療育体制の充実 

  （３）強度行動障がい支援体制の充実 

  （４）重度障がい・医療的ケア児者支援の充実 

  （５）難病患者・小児慢性特定疾病児童支援の充実 

  （６）難聴児支援の充実 

３ リハビリテーション体制の整備 

    地域リハビリテーションの充実 

 

（5）達成目標 

各分野別に 60項目を設定(資料１－3参照) 
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３ 第４期プランの取組状況 

第 4期プランの施策体系に基づく令和 7年度実績及び令和 8年度の事業計画について、以下

のとおり主なものをまとめました。 

【Ⅰ 安心して暮らせる社会環境づくり】                                      

１ 障がい者の人権尊重と心のバリアフリーの推進 

○障害者差別解消法（H28.4施行）の推進に向けた取組 

・「岐阜県障がい者差別解消支援センター」の設置（相談件数：135件） 

・知事部局、教育委員会、県警本部の各所属（現地機関を含む。）に「障害者差別解消推進

員」を配置し、「障がいのある方への配慮マニュアル」（県職員対応マニュアル）等を活

用した研修を実施（受講所属数：371所属） 

・障害者週間等の機会を捉え、県内５圏域の駅前や商業施設で街頭啓発の実施 

岐阜：12/9 ＪＲ岐阜駅、 西濃：12/9 イオンモール大垣  

揖斐：12/9 ザ・ビッグエクストラ岐阜池田店  

中濃：12/9 スーパーセンターオークワ美濃インター店、可茂：12/9 ラスパ御嵩  

東濃：12/9 ＪＲ多治見駅、恵那：12/9 中津川市ひと・まちテラス 

飛騨：12/9 ルビットタウン高山  

［障害福祉課］ 

   

○ヘルプマーク・ヘルプカードの普及促進    

・県障害福祉課においてヘルプマークを作成し、県や市町村窓口での配布や障がい者関係

団体を通じて配布を実施（ヘルプマーク配付数（H29.8からの累計）：78,332個） 

・岐阜県ヘルプマーク啓発大使と連携し、ヘルプマークサポーター研修を実施。令和７年

度は、県民向けの研修を県内５か所で実施し、23名が研修を受講しサポーターとなっ

た（ヘルプマークサポーター認定数（R元からの延べ人数）：417名） 

・県と連携してヘルプマークの普及啓発に関する取組を企画・実施する県内企業や法人、

団体をヘルプマーク普及啓発サポーターとして登録（サポーター登録数（R5からの累

計）：25団体）  

・また、令和３年 9月から、県障害福祉課において、新たにヘルプカードを作成し、県や

市町村窓口での配布や障がい者関係団体を通じて配布を実施（ヘルプカード配布数（R

３からの累計）：29,061枚） 

・県や市町村、障がい者関係団体などを通じてチラシの配布やポスターの掲示を実施 

・公共交通機関でのチラシの配布、ポスターの掲示及びステッカーの掲示を実施  

［障害福祉課］ 

 

○障がい者虐待防止等市町村支援チーム派遣  

・岐阜県社会福祉士会、岐阜県弁護士会との協議を行い、市町村虐待防止センターにおけ

る対応を支援する支援チーム派遣体制を整備（派遣件数：1件） 

［障害福祉課］ 
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○障害者虐待防止・権利擁護研修 

・管理者・障がい者虐待防止マネージャーコース開催（参加者数：154名） 

・市町村等虐待防止担当職員研修開催（講義参加者数：18名、演習参加者数：13名） 

［障害福祉課］ 

  

２ 福祉を支える地域社会づくり 

○共生型サービスの創設による訪問系サービス事業所の指定・事業所の指導 

・新規指定０件（高齢福祉課分） 

・新規指定を 11件行うとともに、運営指導を実施（障害福祉課分） 

［高齢福祉課・障害福祉課］ 

 

○県ボランティア・市民活動支援センターの運営支援 

・市町村社会福祉協議会のボランティアセンターの活動促進のため、県ボランティア・市

民活動支援センターを運営する岐阜県社会福祉協議会に補助金を交付し、ボランティア

活動を担う人材を育成するための研修等の取組を支援 

［地域福祉課］ 

 

３ 福祉のまちづくりの推進 

○ぎふ清流おもいやり駐車場利用証制度の運用等 

・障がい者等用駐車場の適正な利用を図るため、障がい者等用駐車場を利用できる対象者

の要件を設定し、利用証を交付する「ぎふ清流おもいやり駐車場利用証制度」を実施 

・ホームページ等により「ぎふ清流おもいやり駐車場利用証制度」の普及啓発を実施 

［地域福祉課］ 

 

○歩道等の整備及びそれに伴う段差解消や点字誘導ブロックの設置 

・県管理道路における点字ブロック等の設置 

・歩道を整備するとともに、必要に応じて段差解消や視覚障がい者誘導用ブロックを設置 

［道路維持課・道路建設課・都市整備課］ 

 

○公共交通機関における車両等のバリアフリー化 

・県内の乗合バス 5事業者に対し、補助金を交付し、低床バス車両の導入を推進 

［公共交通課］ 

 

○信号機への音響式交通信号付加装置等の設置 

・視覚障害者付加装置の設置（設置数：２基） 

・高度化 PICSの整備（整備数：１基） 

・視覚障害者誘導用道路横断帯（エスコートゾーン）の整備（整備数：４か所） 

［交通規制課］ 
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４ 情報環境の整備 

○「岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた意思疎通手段の利用の促進に関する条例」

の施行に伴う取組 

・県主催行事への手話通訳者の派遣（派遣件数：92件、231名） 

・県主催行事への要約筆記者の派遣（派遣件数 24件、81名） 

・手話奉仕員向けスキルアップ講座の実施（全 15回、受講者数：18名） 

・手話通訳者統一試験対策講座の実施（全 20回、受講者数：25名） 

・YouTubeを含む字幕入りビデオ（46本）の制作 

  ・手話言語条例普及啓発イベントの実施 

・12/7 カラフルタウン岐阜 ステージイベント、ブース展示を実施 

・参加者数：約 600人  

  ［障害福祉課］ 

 

○手話通訳者、要約筆記者の派遣・養成  

【派遣実績】 

・手話通訳者派遣者数：247件、571名 

・要約筆記者派遣者数：83件、241名 

【養成実績】 

・手話通訳者の養成者数：12名（R6:６名） 

・盲ろう者通訳・介助者の養成者数：6名（R6:3名） 

・要約筆記者（手書き）の養成者数：3名（R6:4名） 

・要約筆記者（パソコン）の養成者数：2名（R6:3名） 

・失語症者意思疎通支援者の養成者数：17名（R6:4名） 

      ［障害福祉課］ 

  

〇手話通訳技能検定試験に向けた手話通訳士養成研修を実施 

  ・受講者数：14名 

  ・試験受験者数：14名 

  ・試験合格者数数：3名 

 ［障害福祉課］ 

  

○県の各種広報媒体における取組 

・広報紙「岐阜県からのお知らせ」点字版・音声版・テキストメール版の制作 

・点字版：217部 

・音声版：145部 

・テキストメール版：20通 

・地上デジタル放送を活用した情報発信：毎週 40項目 

・県が制作するテレビ番組の手話通訳や字幕入り放送の実施 

・ぎふ県政ホットライン：40本 

・ぎふ県だより：52本 

・知事記者会見における手話付き動画の配信：計 34回       

［秘書広報課］ 
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○県議会の全ての本会議におけるテレビ中継及びインターネット配信（ライブ・録画）時に

手話付き動画配信 

・定例会・臨時会：22日間分 

［議会事務局議事調査課］ 

 

○県議会の臨時会・定例会毎に、広報紙「県議会だより」の点字版及び音声版を作成 

・定例会・臨時会：5回分 

［議会事務局総務課］ 

 

○手話リンクの導入 

・岐阜県公式ホームページに設置した専用ボタンをクリックすることで、手話オペレータ

ーを介し、県の電話窓口での問合せが可能となるサービスを R8.3に開始 

［障害福祉課］ 

 

 

５ ぎふ清流福祉エリアの活用促進 

○「福祉友愛アリーナ」、「福祉友愛プール」における支援 

  ・福祉友愛アリーナ年間稼働率：91.9％ 

 ・福祉友愛プール年間利用者数：57,833名 

  ・スポーツ教室の開催：実施回数 56回、参加者数 306名 

  ・水泳教室の開催：実施回数 39回、参加者数 368名 

  ・トレーニング教室の開催：実施回数 20回、参加者数 100名 

［障害福祉課］ 

 

○「岐阜県障がい者総合就労支援センター」における支援 

・「障がい者総合就労支援センター」（「障がい者雇用企業支援センター」、「障がい者職業

能力開発校」、「県立ハローワーク」及び「障害者就業・生活支援センター」が入居）に

おいて、就労支援、職業訓練、職業紹介、職場定着までの総合的な支援を実施 

［労働雇用課］ 

 

６ 安全な暮らしの確保（防災・防犯・感染症対策） 

○避難行動要支援者対策 

・市町村防災アドバイザーチーム（危機管理部、県土整備部、健康福祉部及び県事務所など

関係各課）による市町村支援を実施（上半期：圏域別会議を開催（全市町村参加）、下半

期：全市町村を個別訪問） 

 ［防災課］ 
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○福祉避難所の充実強化 

・福祉避難所への実態調査を実施し、指定状況や課題を把握するとともに、市町村に個別

ヒアリングを通じた助言支援を実施 

・福祉避難所実態調査数：42市町村 

・市町村個別ヒアリング数：42市町村 

  ・福祉避難所等の運営に必要となる資器材の整備に取り組む市町村を支援（補助市町村数：

３市町） 

［健康福祉政策課］ 

 

○岐阜県災害派遣福祉チーム（岐阜ＤWＡＴ）（※）の派遣体制強化 

・災害発生時に避難所等において、要配慮者の福祉的な支援を行う岐阜ＤWＡＴの派遣体

制強化のため、階層別研修等を実施 

※ 令和３年８月に名称変更（岐阜ＤCＡＴ→岐阜ＤＷＡＴ） 

・岐阜 DWAT隊員数：258名（R8.4時点） 

・ビギナー研修（2回開催）参加者数：36名 

・ミドル研修（2回開催）参加者数：27名 

・アドバンス研修（1回開催）参加者数：14名 

・実動訓練（大垣市共同開催）参加者数：延べ 106名 

［健康福祉政策課］ 

 

○聴覚障がい者等からの通報手段の確保（FAX110番、110番アプリ） 

・ＦＡＸ110番件数：32件 

・110番アプリシステム件数：24件                    

［通信指令課］ 

 

○感染症対策の充実 

・集団指導及び運営指導等の機会を通じて、業務継続画（ＢＣＰ）の策定、研修・訓練及

び備蓄品の確保が、障がい者施設等において平時から適切に行われるよう、指導・助言 

［障害福祉課］ 
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【Ⅱ 社会参加と自立を進める支援の充実】                                           

１ インクルーシブ教育システムの構築 

○校舎や運動場の保有面積が不足する特別支援学校に対して設置基準を満たすための、学習

環境の整備を実施 

・岐阜本巣特別支援学校の校舎面積を増やすための内部改修を実施 

［教育財務課］ 

 

○各障がい種別に対する専門性の高い特別支援学校をコア・スクールとして位置付け、指導

的立場の教員（コア・ティーチャー）を養成 

 ・コア・スクールによる特別支援学校への支援（訪問支援：3回、オンライン相談：１回） 

  ・コア・ティーチャーを講師とした県総合教育センターにおける初任者研修を実施 

［特別支援教育課］ 

 

○教員の専門性向上のため、研修等を実施 

・インクルーシブ教育の研究者を講師として招へいし、重点講話「インクルーシブ教育 

 の推進と学校現場での取り組み」を実施 

・聴覚障がい支援に携わる教員等を対象とした研修を飛騨地域５回、東濃地域３回開催 

［特別支援教育課、教育研修課］ 

 

○特別支援教育コーディネーター向け研修の実施 

・特別支援教育コーディネーターを初めて務める教員を対象とした研修を年２回（代替研

修も２回）実施（参加者数：220名） 

［特別支援教育課］ 

 

２ 雇用・就労の促進 

○積極的に障がい者を雇用している県内の中小企業（障害者雇用率４％以上）及び障害福祉

サービス事業所などから県が優先的に物品等を調達（ハート購入制度） 

 ・障害者雇用努力企業 10社、在宅就業支援団体 1社、特例子会社 4社、在宅就業障害者

1者をハート購入制度の対象企業等に認定し、周知 

【令和６年度調達実績】 

・県    ： 120,484,380円 

・市町村合計： 107,319,484円 

［労働雇用課・障害福祉課］ 

 

○「障がい者雇用企業支援センター」において、企業訪問による専門的助言やセミナー等を

実施し、県内企業の障がい者雇用を促進 

・専門的助言を実施した企業数：289社、587件 

・セミナー等実施数：34回 

［労働雇用課］ 
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○各障害者就業・生活支援センターに障がい者雇用拡大支援員を配置し、企業への個別訪問

により、職場実習先、就職先等の開拓を実施 

・実習実施人数：202名 

・就職人数：132名 

［労働雇用課］ 

 

○在宅での就業を希望する障がい者を対象に、情報技術技能の取得を支援 

 ・IT相談員によるパソコン指導数：延べ 517名、電話での問い合わせ 130件 

 ・ITホームティーチャー派遣数：7件 

［障害福祉課］ 

 

○障がい者及び事業所双方の理解を深め、就職の促進を図るため、「障がい者のチャレンジ

トレーニング（短期の職場実習）」を実施 

 ・実習人数：436名 

・雇用者数：270名 

・就職率：61.9％ 

［労働雇用課］ 

 

○障がい者の職業能力の向上や雇用の促進を図るため、岐阜県障がい者技能競技大会「ぎふ

アビリンピック」を開催 

・全国大会への選手選抜を兼ねて、７月に 61名の参加により開催し、金賞受賞者等 9名

を全国大会に推薦 

［労働雇用課］ 

 

〇農福連携の推進 

・農業分野での障がい者の一般就労の拡大及び福祉事業者の農業参入の推進 

・農業参入する福祉事業所等への助成件数：1件 

・働きやすい環境整備への助成件数：10件 

・ノウフク JAS認証取得件数：１件 

・農福連携研修会等の開催回数：3回 

・福祉事業所の職員等を対象とした農福連携栽培技術基礎講座受講者数：4名 

・岐阜県農業ジョブコーチの養成者数：養成 18名、派遣 1名 

・全国農福連携マルシェ inぎふへの出店者数：20事業体 

・ぎふノウフクサポーターの登録件数：85件  

           ［農業経営課］ 

 

○障がい者の農業参入チャレンジ事業を実施し、施設外就労の開拓や施設と農業者の仲介・

調整を実施 

・農作業受委託マッチング成立件数：38件   

［農業経営課・障害福祉課］ 
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３ 外出や移動の支援 

○介助者が運転する自動車をリフト付きに改造又は購入する場合に対して補助 

・交付決定数：26市町村 

［障害福祉課］ 

 

○身体障害者補助犬の使用希望者に対し、盲導犬、介助犬及び聴導犬の育成・貸与を実施 

・貸与実績なし 

［障害福祉課］ 

 

４ パラスポーツの充実 

○パラリンピック・デフリンピックを目指すアスリート及びアスリートを育てる競技団体（チ 

ーム）の強化支援 

・強化指定選手 27名、競技団体（チーム）12団体（チーム）を強化指定し、強化事業交

付金により競技力向上に必要な経費を支援 

［競技スポーツ課］ 

 

○全国障害者スポーツ大会「わた SHIGA輝く障スポ（10/25～27）」へ岐阜県選手団 75

名を派遣 

 ・メダル 41個獲得、全国都道府県、政令指定都市 67団体中 18番目の成績 

［地域スポーツ課］ 

 

〇パラスポーツ大会の開催によるパラスポーツの振興 

 ・パラスポーツ大会春大会の開催（参加者数：1,286名） 

 ・パラスポーツ大会秋大会の開催（参加者数：481名） 

［地域スポーツ課・障害福祉課］ 

 

○全国障害者スポーツ大会競技種目を中心とした派遣型のスポーツ教室や福祉友愛プール・

アリーナを活用したスポーツ教室を開催 

・参加者数：2,179名 

［障害福祉課］ 

 

 

 

 

 

［令和８年度新規事業］ 

○障がい者活躍支援事業費 

若年層の障がい者を対象に、仕事や学業に役立ち、所得向上につながる生成ＡＩ活用講

座や起業セミナー等を開催する。 

［障害福祉課］ 
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○障がいのある人もない人も参加できるパラスポーツの体験イベントの開催 

・開催回数：４回（５圏域で開催予定であったが、大雪の影響により岐阜圏域は中止） 

・種目：ボッチャ、ゴールボール、車いすバスケットボールなど 

・参加者数：319名 

［障害福祉課］ 

 

○障がいのある人もない人も、県民皆がレクリエーションに触れることができるよう、ぎふ

レクリエーションフェスティバルを開催するとともに、レク指導者の派遣等を実施 

 ・障がい者を対象とした指導者派遣数：延べ 98回、2,780名 

［健康推進課］ 

 

○第 37 回全国健康福祉祭ぎふ大会（ねんりんピック岐阜 2025）を開催し、障がいのある

人もない人も楽しめる、ふれあいレク大会や関連イベントを実施したほか、総合開閉会式

や案内所等に手話通訳者等を配置するなど、誰もが参加しやすい大会として実施 

［高齢福祉課］ 

 

５ 障がい者の芸術文化活動の充実 

○ぎふ清流文化プラザを「障がい者の文化芸術活動の拠点」と位置付け、障がい者の文化芸

術活動を紹介する企画展示の実施など、障がい者の文化芸術活動の発表の場や障がい者文

化芸術の情報発信・情報交流の場を創出 

【主な事業内容】 

・TASC
た す く

ぎふチャレンジ企画「杉野
す ぎ の

友
ゆう

哉
や

 友結
ゆうゆう

言展
ゆうてん

」（4/26～6/8） 

  ・TASC
た す く

ぎふチャレンジ企画「鷲津
わ し づ

勇
ゆう

希
き

写真展 個性のカタチ－躍動するチャレンジド－」

（7/5～21） 

・岐阜県障がい者芸術教室×tomoniワ－クショップNEST
ね す と

「五感がよろこぶ発酵cordial
コーディアル

」 

（8/23～9/28） 

・TASC
た す く

ぎふコラボ展 vol.11「こたえのない学校「ZINE
じ ん

」」（1/31～2/23） 

［文化創造課］ 

 

○障がい者ふれあい福祉フェア開催 

・マーサ 21で、障がい者の芸術作品の展示を実施（９/5～7） 

［障害福祉課］ 

 

○障がい者の制作した絵画等の貸出、作品応募、表彰（障がい者アートバンク事業） 

・出展数：103件（登録件数：103件） 

・貸出件数：66件（データ 11件、原画 48件、複製画７件） 

［障害福祉課］ 
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○芸術活動を行う障がい者の裾野拡大 

・芸術教室を県内５圏域で開催（開催回数：14回） 

・出張オープンアトリエや芸術家派遣の実施（実施回数：２回） 

  ・県内各地から「ぎふ清流文化プラザ」への移動支援の実施（支援件数：3件） 

［文化創造課・障害福祉課］ 

 

○岐阜県図書館でのサービス 

・ロビーエントランスにある触知案内板にセンサー付きの音声案内機を設置 

・バリアフリ－コ－ナ－のキャラクターを作成し、キャラクターを使ってコーナーや読書

支援グッズの紹介を実施 

・特別支援学校で出前読み聞かせ会を実施 

・発達障害者支援センターと連携し、自閉症啓発デー啓発活動や発達障がい理解促進講演

会を実施 

・発達障害者支援センターが開催するオンライン型の研修会に図書館サービスを紹介する

スライドと各講義に関連した図書リストを作成し提供 

・ディスレクシアの小中学生とその家族を対象とした「読み書きが苦手なお子さんのため

の親子相談会」を 2回実施（参加者数：6組 10名） 

・デイジー図書の製作、在宅郵送サービス等を継続して実施 

・利用者の要望に応じて来館型とオンライン型の対面読書を実施 

・音訳講習会［中級課程］を実施し、協力者の技術の底上げ（修了者数：12名） 

・マルチメディアデイジ－や LLブックを積極購入 

［文化伝承課］ 

 

［令和８年度新規事業］ 

○文化による共生・共創社会推進事業費補助金 

文化による共生・共創社会の推進のため、障がいのある人と文化団体が協働で舞台を創る

「県民参加型舞台」を開催する。 

［文化創造課］ 
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【Ⅲ 日常生活を支える福祉の充実】                     

１ 障がい者の地域生活支援 

○社会福祉法人等が行うグループホームの整備に対し、国補助制度の活用により、障がい者

の居住環境等の整備を実施 

・グループホーム創設１件、大規模修繕１件について、事業完了 

［障害福祉課］ 

 

○新たな住宅セーフティネット制度による入居支援 

・新たな住宅セーフティネット制度（H29.10開始）により、障がい者等の入居を拒まな 

い一定の基準を満たした住宅の登録を実施（新規登録件数：97棟） 

・居住支援協議会を通して、障がい者等の入居を拒まない住宅の登録制度等を周知 

［住宅課］ 

 

○ピアサポーターを活用し、入院中の精神障がい者等の支援を行うとともに、精神障がい者

を抱える家族が悩みを共有し、最新の情報を学ぶ機会を提供 

・関保健所、飛騨保健所において、登録ピアサポ－タ－計 12名により、地域生活に関す

る啓発活動の企画運営等を実施 

・県内３か所で、精神障がい者の家族を対象に研修会の実施 

［保健医療課］ 

 

○圏域発達障がい支援センターの地域支援機能の強化 

・圏域発達障がい支援センターの地域支援マネジャーを西濃・中濃・東濃・飛騨圏域に各

2名配置（相談支援件数（来所、訪問、巡回）：延べ 4,512件） 

西濃：（特非）ひまわりの花 

中濃：（社福）岐阜県福祉事業団（ひまわりの丘地域生活支援センター内） 

東濃：（社福）岐阜県福祉事業団（地域生活支援センターまいか内） 

飛騨：（社福）飛騨慈光会（飛騨圏域発達障がい支援センターそらいろ） 

［障害福祉課］ 

 

○発達障がい児を育てた経験のある親をペアレント・メンターとして養成し、同じ経験を持

つ立場からの相談等を実施 

・ペアレント・メンター養成者数：4名 

・ペアレント・トレーニング指導者養成研修修了者数：17名 

［障害福祉課］ 

 

○成人期の発達障がい者の就労に関する相談支援を行う「発達障がい者支援コンシェルジュ」

を各圏域に設置 

・相談実人員：472名 

・相談支援延べ件数：4,973件 

・就労実績：80件                     

［障害福祉課］ 
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○地域の人が発達障がいについて理解し、正しい知識を持って対応できるよう「発達障がい

サポーター」を養成 

・発達障がいサポーター認定者数：2,062名 

［障害福祉課］ 

 

 ○障がい福祉、介護関係者が相互理解・連携を深め、高齢障がい者に福祉サービスが円滑に

提供されるよう体制整備を図るため、障がい福祉関係者及び介護関係者向け研修等を実施 

  ・障がい福祉・介護関係者の相互制度の理解促進研修及び連携研修（延べ研修受講者数：

約 206名） 

［障害福祉課］ 

 

○発達障がい者オンライン・ピアサポート支援事業 

・県発達障害者支援センター及び各圏域発達障がい支援センター（4圏域）でオンライン

（集合・ハイブリッド開催含む）における当事者・家族同士の交流及び居場所の提供を

実施（開催回数：88回、参加者数：496名） 

［障害福祉課］ 

 

 

２ 身近な相談支援体制の確立 

○相談支援従事者研修の実施 

・障がい者に必要なサービスを適切に調整し支援計画を作成するため、高度な支援技術を

もつ相談支援専門員を養成 

・相談支援初任者研修修了者数：96名 

・相談支援現任研修修了者数：61名 

 ・主任相談支援専門員研修修了者数：15名           

    ［障害福祉課］ 

 

［令和８年度新規事業］ 

○福祉・介護職員等処遇改善等緊急支援補助金 

  障害福祉分野の人材不足が厳しい状況にあるため、他職種と遜色ない処遇改善に向け

て、報酬改定の時期を待たず、人材流出を防ぐための緊急的措置として、賃上げの支援を

行う。 

［障害福祉課］ 

○障害福祉サービス事業所等サービス継続支援事業費補助金 

物価高騰の影響を受ける中においても、障がい児者及びその家族等に必要不可欠な障が

い福祉サービスを円滑に継続して提供するため、サービス継続に必要な設備・備品の購入

費用を支援する。 

［障害福祉課］ 

○県立障がい福祉施設再整備基本計画策定事業費 

県立障がい福祉施設５施設（みどり荘、陽光園、三光園、幸報苑、ひまわりの丘第一学

園）の再整備に向けた基本計画を策定する。 

［障害福祉課］ 



１６ 

 

○発達障がい児者に対する総合的な支援の実施 

・発達障害者支援センター相談支援（延べ件数：1,884件） 

・圏域発達障がい支援センター（4機関）相談支援（延べ件数：4,512件） 

・発達障がい者支援コンシェルジュ（5機関）相談支援（延べ件数：4.973件）（再掲） 

［障害福祉課］ 

 

○障がい者雇用拡大支援員及び精神障がい者就労支援ワーカーによる就労・定着支援 

・各障害者就業・生活支援センターに障がい者雇用拡大支援員を配置し、障がい者雇用に

向けた企業開拓を実施（実習実施人数：202名、就職人数：132名）（再掲） 

・同センターに精神障がい者就労支援ワーカーを設置し、精神障がい者の就労・定着支援

を実施（就職に向けた支援件数：3,835件、職場定着に向けた支援件数：3,223件、職

場実習実施件数：50件、就職件数：62件） 

［労働雇用課］ 

 

３ 福祉人材の確保支援と育成 

○岐阜県福祉人材総合支援センターの運営 

・福祉人材の確保・定着促進の中核を担う「岐阜県福祉人材総合支援センター」において、

福祉人材のマッチング、求人等の情報発信等を推進 

［地域福祉課］ 

 

○福祉の仕事にかかる普及啓発の実施 

・福祉の仕事への理解を促すため、岐阜県福祉人材総合支援センターや、福祉施設の職員

が中学校や高校を訪問し、福祉の現場でのやりがいや魅力を伝える出前講座を実施 

・福祉の仕事のやりがいや魅力を伝えるため、小学生及び高校生向けの「福祉のおしごと

新聞（マナビのトビラ、高校ダイアリ－）」、に年３回記事を掲載 

［地域福祉課］ 

 

○介護職員の人材確保・育成支援 

・介護人材育成に取り組む事業者を認定し、介護従事者の職場環境改善を推進（認定件数：

22件） 

・ケアパ－トナ－（介護助手）普及促進の広報、介護職未経験者への介護に関する入門的

研修の実施に加え、ケアパ－トナ－と介護事業者との就労マッチング支援の実施（入 

門的研修を対面とオンラインでのハイブリット形式で開催、入門的研修修了者数：99

名、マッチング件数：0件） 

・職員の研修派遣が困難な事業所への研修講師派遣（派遣事業所数：68事業所） 

［高齢福祉課］ 

 

 

 

 

 

 

 



１７ 

 

○障がい者に対する専門的支援の技術を有する人材を育成する各種研修の実施 

・相談支援従事者研修修了者数：172名（初任者 96名、現任 61名、主任 15名） 

・サービス管理責任者等養成研修修了者数：690名（基礎研修 299名、実践研修 239名、

更新研修 152名） 

・重度訪問介護従事者養成研修修了者数：5名 

・強度行動障がい支援者養成研修修了者数：226名（基礎 167名、実践 59名） 

・障害支援区分認定調査員等研修受講者：156名（認定調査員 111名、市町村審査会委員

45名） 

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数：40名 

・医療的ケア児等コーディネーター支援者養成研修修了者数：13名 

［障害福祉課・医療福祉連携推進課］ 

 

 〇障がい福祉施設の労働環環境の改善、生産性向上等を図るために必要な ICT環境整備やロ

ボット等を導入する事業者に補助を実施 

・ICTの導入数：13法人 13事業所 

・介護ロボット等の導入数：4法人 6事業所 

・介護テクノロジーのパッケージ型の導入数：4法人 4事業所 

［障害福祉課］ 

 

［令和８年度新規事業］ 

○障がい者活躍支援事業費 

障がい者団体の情報発信力を高めるため、事務局職員向けにＳＮＳ活用・動画配信

講座等を開催するほか、団体間連携を強化するため、共通課題対応セミナー等を開催

する。 

［障害福祉課] 

 

４ 生活支援に係る各種制度等の活用促進 

○障がい福祉制度や利用方法等の周知 

・障がい者（児）が受けることのできる福祉サービスや制度の内容、その利用方法などを

掲載した「岐阜県障がい者福祉の手引」を 9,500部作成、配布し、制度等を周知すると

ともに、県ホームページにおいてデータを掲載 

［障害福祉課］ 

 

 

 

 

 



１８ 

 

【Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備】                

１ 障がいの原因となる疾病等の予防・早期発見・治療体制の充実 

○健康経営（※）宣言を随時受け付けるとともに、宣言企業向けの健康関係情報の発信や、

セミナ－を実施し、従業員等の健康保持・増進の取組を促進 

 （※）従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考え

の下、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。「ＮＰＯ法人健康

経営研究会」の登録商標 

・清流の国ぎふ健康経営宣言（現：岐阜県健康経営宣言）登録企業数：1,607社 

［健康推進課］ 

 

○知的障がい等を引き起こす可能性のある疾患等の早期発見、早期治療につなげるため、マ

ススクリーニング検査を実施 

・検査数：タンデムマス法 10,916件、ガラクト－ス血症 10,933件、先天性甲状腺機能

低下症 11,096件、先天性副腎過形成症 10,965件  

・患者発見数：聴覚検査 10名 

［子育て支援課］ 

 

〇新生児期における聴覚障がい早期発見のための検査体制の維持と精度管理、身近な場所で

の相談体制の整備 

・検査数：8,983件 

・精密検査対象者数：116名 

［子育て支援課］ 

 

〇心の健康づくりに関する啓発を図るとともに、保健所、精神保健福祉センター等において

相談支援を実施。その他、精神障がい者の家族や県民を対象に、精神障がい者の理解等に

ついて学ぶ機会を提供 

・各保健所及び精神保健福祉センターにおいて、法律とこころの相談事業を開催 

・各保健所で、一般県民や精神障がい者の家族を対象に研修会を実施（開催回数：４回、

参加者数 84名） 

［保健医療課］ 

 

 

 

 

 

 

［令和８年度新規事業］ 

○心のサポーター養成研修事業費 

メンタルヘルスや精神疾患の増加が社会問題となるなか、身近な人が心の不調に気づき

適切なサポートをしていくために、「心のサポーター」について、国の指導者研修を受講

した県保健所職員を講師として派遣し、養成研修を実施する。 

［保健医療課］ 



１９ 

 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

○施設型給付費の療育支援加算の認定を受けて雇用する療育支援補助者について、保育士を

雇用する場合に必要となる経費支援を実施 

・支援数：20市町 106施設 

［子育て支援課］ 

 

○保育士の資質向上を目的に、障がい児保育に関する専門研修を実施 

・専門研修修了者数：352名 

［子育て支援課］ 

 

○西濃圏域及び中濃圏域において、強度行動障がいのある人やその家族の在宅支援のため、

レスパイト入院支援等のための医療拠点と退院後の在宅生活を支えるために必要な福祉サ

ービスをコーディネートする福祉拠点を設置 

 【地域支援センター】 

・相談対応件数：25件 

【医療支援センター】 

・外来受診件数：204件 

・入院対応件数：14件 

・入院受入れ延べ日数：2,516日                   

［障害福祉課］ 

 

○強度行動障がいのある方に対し、適切な支援計画の作成や適切な支援をすることが可能と

なるよう研修を実施（再掲） 

・強度行動障がい支援者養成研修受講者：226名（基礎 167名、実践 59名） 

［障害福祉課］ 

 

〇強度行動障がいのある人の家族や介護者が突然病気にかかった時など、緊急時に確実に短

期入所を利用できるようひまわりの丘の空床を１床確保 

・利用延べ日数：216日  

［障害福祉課］ 

 

○重症心身障がい在宅支援センターみらいを設置し、相談対応や家族交流会等の事業を実施 

 その他、医療依存度の高い障がい児者を受け入れる短期入所事業所等の情報共有等を図る

ための会議や、短期入所事業所への補助事業を実施 

 【重症心身障がい在宅支援センターみらい】 

・家族や支援機関等からの相談対応件数：89件 

・家族交流会開催回数：5回、143名参加 

・機関紙発行回数：２回 

【その他】 

・在宅医療的ケア児等短期入所等支援事業（交付先：21か所、交付額：38,164,450円） 

［医療福祉連携推進課］ 

 

 



２０ 

 

 

○重度障がい児者を支援する医療人材等を育成・確保するため、看護師等を対象とした実務

的・専門的な研修を実施 

 ・重症心身障がい児者看護人材育成研修受講者数：35名 

 ・摂食嚥下リハビリ・口腔ケア実技講習会受講者数：25名 

 ・小児リハビリ専門研修事業受講者数：42名 

 ・小児在宅訪問看護人材育成研修受講者数：58名 

・医療的ケア児等コーディネーター等養成研修修了者数：コーディネーター40名、        

支援者 13名 

・喀痰吸引等研修促進事業受講者数：45名 

 

［医療福祉連携推進課］ 

 

○難病患者に対し適時・適切な医療の提供及び地域で生活する難病患者等の日常生活におけ

る相談・支援や地域交流活動の推進、就労支援などを実施 

・難病医療提供体制の整備 

 ・難病医療コーディネーターの設置人数：３名 

・難病医療連絡協議会の開催回数：１回 

・難病ケアコーディネーター担当者会議の開催回数：２回 

・難病患者等の相談支援事業の実施 

・難病相談支援員・就労相談員の設置人数：3名 

・難病なんでも医療相談の開設数：６回 

・難病ふれあい教室の開催回数：４回 

・難病情報ホームページの運営 

・在宅療養応援員の養成・活動支援 

［保健医療課］ 

 

○市町村や医療機関など関係機関の連携強化や情報共有に取り組むことで、地域の実情に応

じた難病に関する支援体制を充実化 

・難病対策地域協議会：計 7か所 

・難病患者訪問件数：77件 

                         ［保健医療課］ 

 

 ○岐阜県難聴児支援センターにおいて、新生児期から学齢期までの一貫した支援体制を整備 

  ・相談件数：延べ 752件 

・保護者向け学習会・相談会開催回数：計 6回 

［障害福祉課］ 

 

 

 

 



２１ 

 

 

３ リハビリテーション体制の整備 

○重度障がい児者を支援する医療人材を育成・確保するため、看護師等を対象とした実務的・

専門的な研修の実施 

 ・重症心身障がい児者看護人材育成研修受講者数：35名 

・摂食嚥下リハビリ・口腔ケア実技講習会受講者数：25名 

 ・小児リハビリ専門研修事業受講者数：42名 

 ・小児在宅訪問看護人材育成研修事業受講者数：58名 

 ［医療福祉連携推進課］ 

 

○地域の関係機関が連携し、退院を促進するための支援体制の構築 

・各圏域において、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、地域の実情に応じた

課題の共有や連携強化を図るとともに、退院促進に向けたピアサポ－タ－の活用や家族に

よる相談事業を実施 

  ［保健医療課］ 

 

○園芸福祉サポーターの活用 

・各圏域での園芸福祉活動を実施（実施回数：延べ 46回） 

・園芸福祉サポーターの資質向上を図る研修会を開催（開催回数：全 5回） 

・園芸福祉サポーターを養成するための講座の開催及び認定（開催場所：３か所、新規認

定者数：55名） 

［農産園芸課］ 


